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キーワー ド:システムダイナミックス 生活用水 都市財政

1. はじめに

水は、人間をはじめとしてあらゆる生物の生存に

とつて、欠くことのできない重要な資源である。地

球は水の惑星と呼ばれるように、広範囲に水を生存

させており、その中で水は自然界を循環し、その持

つ多様な有効性が、われわれの生活を維持している

といえる。

水に対する人間の要求は、生理的なものからさら

には農業への利用、エネルギー源としての本U嘱、産

業革命による経済への利用と拡大してきている。近

年、都市活動の増大、生活水準の向上 ・多様化によ

つて水需要は飛躍的に増加しており、今後もこの傾

向は続くものと予想される。このような水需要の増

大に対して水供給は、自然流水の利用から、ダムな

どによる高度利用化が進み、その需要をまかなって

来たと言える。

しかしながら、一部の都市において水供給は、地

理的にも経済的にも、その合理的限界を超えようと

している。また、大部分の都市においても、近い時

来同様の事態が十分予想される。それにもかかわら

拭 この無胸手に増大する水需要に対して、水供給

は公共性という名のもとに、その経済性を無視し、

数多くの環境問題 ・社会問題等を生じながらも、新

たな水資源開発を進めようとしている。また、同様

に水道料金に関しても、公共料金ゆえに低い水準に

抑えられているといわねばならなし、 このため、各

水道供給体は適正な経嶺アミランスを失い、多額の負

債を生じている。しかも、これらの諸問題はそれぞ

れが相互に関連しあつた複雑な構造を有していると

言える。

本論文は、これらの水に関する諸問題に対して、

全体的な立場より分析 ・評価を行うことを目的とし

ている。そのため、まず2節においては、水資源の

需給構造に関する諸問題について考察する。次に、

これらの考察にようて明ら力Wこされた話点に対して、

3 節において詳細な個別分析を行う。さらに4 およ

び 5節において、今後最も重要になってくると思わ

れる水経済問題に関して考察を行うと共に、本問題

解決のための支援システムとして、ここでは、System

Dyna■ics 理論を用いたシミュレーションを提案す

る。さらに、剣珠に水道事業を、営んでいる各都市

に、モデル構成の可合、シミュレーション結果に対

する評価を受ける。

2. 水の需給構造に関する諸問題

2.1 水資源利用における諸問題

昭和30年代以後の、急激な産業 ・経済の発展、人

日の増大、生活水準の向上 ・多様化によつて、水需

要は急激に増大して来た。これに対して、供給側に

おいては、グムの建設や水利用の制 ヒヘの指導を

強めて来ている。この中で、工業用水および農業用

水については、その水需要量は落ち着きを見せて来

亀 しかし、視点を鎌 用水に向けるなら,ま 都市

間の格差を伴いながらも、依然その増大傾向は変わ

つていない。

このため、各都市においては種々の問題が生じて

おり、その深刻さは増大していると言わねばならな

し、 これらの問題を整理するなら,ま 以下の3点に

集約されるであろう。

(1) 水需給問題

②  環境問題

(3) 水経済問題
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水需給問題は、その要因として i) 生活水準の向

上 ・多様化、人日の増大く都市活動の拡大による需

要の増大傾向、1 ) 需要追従型の供給体制、の2点

があげられる。従来の都市の水政知 ま、増加する需

要に対応するための、供維設備増大が最大の問題で

あり、財政的問題は、二次的に取り扱われ,都市水道

財政を悪化させる要因となってきた。

次に、環境問題について見るなら1よ 生活用水の

需要量の増大に伴うう跡違の増大が、主たる要因と

なっている。これに対して、処理体制は市街地の拡

大や処理要求量の増大と、膨大な建設あるいは処理

コストのため、順調に進んでいるとは言い難い。こ

のため、人口密集地域においては、悪臭あるいは都

市河川 ・港湾の汚染の問題を生じている。

最後に、水経済問題について見るなら1よ 需要者

狽」において従来の 物くと空気はタダ
'
という概念か

ら脱しきれず、水を公共料金として低水準におさえ

ようとする圧力が強い。このような需要者側の考え

方は、水資源供給における健全な運営 ・管理を妨げ

るものであり、この結果は水道事業の財政の悪化と

して顕著にあらわれて来ている。今後は、この水経

済問題が各都市において、一
層重要な課題となるも

のと思われる。

2.2 水経済構造における諸問題

水経済問題は、本論文において1よ 水財政問題を

さしている。しかしながら、今後ヤよ 水にかかわる

すべての問題解決のために老要とされる費用 ・投資

を含む概念で老要なるものと考えられる。

現伝 水道価格は公共料金体系の一部として位置

づけられている。このため、水価格の決定にあたっ

ては経済性以外に、政策および市民の水に対する意

識が大きな要因を占めている。

このような体制のため、平成7年度おいて結 の

消費支出、33a 169 円に対し、水道料金は、2130 円と

わずかに0.6% に過ぎないい。さらに、昭和411年に

おいても 0.5% でありこの傾向は変化していない。

これに反して、水の供給者である各水道事業閑 ま、

需要の増吠の圧力を強く受けている大都市ほど大き

な負債を生じている。N 市の例では、負債 ・資産の

中に占める、固定負債は 12% 、流動負債は5% 、借

入資本金は拠% で、自己資本は49% にすぎない。こ

のため、有収水量 1立法メー トルの平均費用 175 円

(平成 13 年度) に占める支払利子は19 円 (11% )

であり、減価償却費も含めれば原価全体の 35% を占

めている。

この原因として考えられるものとしては、前節に

おいて考察したように、無側亨に増大した水需要と、

それに追従した供給体制がまずあげられる。それと

同時に、水の 「資源」としての有限性と有効性に対

する認識の欠如力ヽ ]罰高されねばならない。これは、

公共的であるべき水力ヽ 私的な利用に対して無制限

な利用が、認められているためであると言える。

今日、水の利用にあたっては、その利用によって

之燃的に発生するであろう費用に対して、厳密に考
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祭されねばならない時期に来ていると言わねばなら

ない。

そのためには、各都市においては、水需要追従型
の供給体制をあらため、市民参画による長期的 ・総

合的および計画的な水需給計画作成が必要 とされて

いる。

3. 都市用水に関するシステム分析

水需給システムは、それ自身複雑な構造を有する

と同時に、広汎な社会システムの一部分を成してい

る。そのため、この水需給を解析するにあたっては、

前節において行った定性的分析と同時に、定量的な

分析が不可欠である。従つて本節においては特に、

社会的要因 ・地理的要因 ・需要者の心理的要因につ

いて分析すると同時に、各都市固有の赤経済問題に
ついて考察する。

3 1 水需要量の推移に関する分析

わが国における水需要量は、近年オイルショック

の 48 年を除けば増大の下途をたどっている。昭和
40 年に亀活用使用量 42億ポ、一人一日当り169 !ヤ

(全国平均 であった供給量は、昭和 50 年には 96

億ゴ、268 !ル、更に昭和 60年には 125億ぷ、304 !ル、

平成 7年には 148 億ば、338 !ルと増大している。し

かし、この増大傾向は全国一様なものではなく、大

きな地域格差を伴っている。例え,よ 平成 10芋 X

当りの使用量について見るなら,ま 今日平均が 323

!激こ対して、関東臨海が333 1ヤ、北海道が259 【糾こ

見られるように、太平洋ベル ト地帯の各都市が大き

な値を示しており、また、緯度の高い都市ほど小さ

な値を示していることがわかる の。 しかし、このよ

うな傾向は一般的なものであり、各都市について見

る場合、その固有の社会 ・環境 ・自然条件について

も考慮する必要があるであろう。

3 2 家庭用水の需要量要因分析

現在、生活用水需要量の53% (全国平均) は家庭

用水が占めており、中には、家庭用水比率が80% を

超える都市もいくつか存在する。今後、工業用水 ・

都市活動園水の伸びが安定してゆく中で、この家庭

用水の増大傾向は今後も続いていくものと思われる。

そこで、実際にN 市* 、M 市* * の2都市に対して、

数量化 I類を用いて家庭用水の需要量の要因分析を

行つた。

この結果は、図 1および図 2 に示される。これに

より、家庭帰水の需要量に関する特徴として、次の

2 点を挙げることが出来る。まず第 1 には、家族特
に主婦の節水意識あるいは家庭における水の再利用

方法が、需要量に対して大きな影響を与えているこ

とである。次に、第2 点としては、当然のことなが

ら下水道普及によって予想される、需要量の増大で

ある。今後は、この他にも家庭における水浪費型機

器の普及、あるいは核家族化等による需要量の増大

にも、注目する必要があるものと思われる。

4  水経済モデルのフレーム ・ワーク

4。1 水経済モデルの目的

水供給は、需要の変化を前提として、供給サイ ド

がそれに対応して進められるため、供給がつねに需

要に追随する形で進められた。このため、新たな水

需要に知示するため、つねに設備投資が必要とされ

る都市水道財政コ王迫する構造となってき名 水問

題は、社会構造全体の変化の中で生じた、一つの社

会問題であることが理解されよう。そのため、水供

給システムは社会システムの一
部分として存在し、

その内部においても相互に関連しあう多様な諸要素

を含む複雑な構造を成している。このような状況に

おいて、今後とも望ましい水需給関係を維持してゆ

くためには、水需給システムの解明と長期的な視野
にたった政策が必要とされていると言わねばならな
し、

このため、本節においては今後の水政策に対する

支援システムとして、sys使ぃ Dynalllics 理論を応

用した水経済モデルを提案する。

4 2 水経済モデルの概要と特色

本節では、今後増大が予想される水需要に対して、
1)必要 とされる供給能力の拡大を可能とする設備投

資の方法、2) 投資費用の回収方法、および3) 適切

な水道価格の決定方法に関して考えられるいくつか

の水政策を、事前評価するための水経済モデルを提

案する。この水経済モデルの構造は、図3 に示され

るよう村陶戎要素から成り立っている。これらは、
I) 家庭用水・都市用水の水需要セクター、D 需要

予測セクター、IIl) 取水り氷 。浄イヒ設備による水供

給セクター、IV) 企業債 ・有形固定資本 ・借入金か
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國 |
配水督施設

らなる財務セクター、V )水政策セクター、の5つの
セクターに分害」する。さらに、これらの各セクター

を桐或する要素ならびに相互関連は、図4 のトータ
ルフローに示される構造を有する。家庭 ・都市用水
の需要の変化により、今後の予測需要量が策定さオ1ヘ
取水・わ朝く・浄化の各詢情が計画 ・建設される。これ
により、認軸闘受資力進 する。設備は、一般的に借
入金よりまかなわれるため、設備投資は負債となる。

設備の儀珊よ法令にのっとり行わな 借入金の返済
は、都市の政策により行われる。借,、金の返済の速
度は、水財政に影響を与える。この財政伏況を勘案
し、水政策セクターは、水道料金 ・節水等の政策立

案を行う。水道料金を値上げすれば、消費は減少し、
収入減となるが、設備投資は抑えられる。同様に、

節水指導を行うと、節水指導費が発生する力ヽ 将来
的な設備投資は少なくてすむ。水政策セクターは、

各詢備の伏況を勘案し、設備保全等の識摘配置計画
の政策を立案する。設備保全を行うと費用が発生す
るが、漏水等が防がれ将来的な設備投資額は減少す

る。

このは 水経済モデブ閉よ、下般都市モデルとして
の汎用性を有するために、次のような特色を有して
いる。

1) ある目的によって作成される、可変的な政策方
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図 4 都市用水モ" レの トータルフローチャー ト

程式あるいは政策変数を有すること

2) 人口・世帯数等、外部よリシナリオとして与え

られる変数あるいは方程式を有すること

上記の考え方、および前節の個別分析の結果を考
慮して、各種の方程式 ・定数ならびにパラメータが

決定される。

4.3 政策シナリオおよび評価変数

水経済モデルは、種々の要因がそれそれ因呆関係
をなし、多重フィー ドバック構造を物或している。
これらの要因関係を決定する方程式および定数は、

1)前節の個別分析ある↓Wま、資料等により決定論的
に求め得るもの、2)外部より、その対象地域の国右
の条件によって与えられるもの、3)水政策によって

与えられるもの、などの3種類に類別される。また、
4)モデルの検証、あるいは政策の有効性の尺度とし

て、本モデルにおいてはいくつかの評価変数が用い

られている。

この中で、1)は、モデル方程式あるいは定数とし

て表されている。2)については、その都市における

特有の定数 あるいはデーブル関数として与えられ
ている。なお、これには、i )人口・世帯数のシナリ

オ、五)各種詢宿コストなどのシナリオ、面)都市活

動の増大( あるいは市街地の増大などのシナリオ等
が含まれる。
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次に、3)の水政策に関しては以下の2 つのシナリ

オが必要とされる。

Al 財務政策意思決定シナリオ

システム分析において明ら力寸こされたように、各都

市において水道財政は今日まで悪化の一途をたどっ

ている。このような状況の中で、水道財政政策の一

つとして料金の決定方法は重要な問題となっている。

この中で、各都市あるいは試案に共通する部分、ま

た料金改定に伴う諸問題に対して、以下の4 ンナリ

オを考えモデブイヒしている。

1) 料金と需要の関係に対するシナリオ

五) 基本料金の取り扱い等に関する料金システ

ムシナリオ

五) 都市活動用水料金シナリオ

め  料金決定の時期等に関するシナリオ

B) 生亀県水需給政策シナリオ

水需給政策を考える場合に、その前題として水需

給に影響を与える要因について整理する必要がある。

ここでは、この要因として次の4 要因を考える。

すなわち、1) 取水施設の建設、2) 漏水率の減少、3)

節水指導、4)再利用の促進である。

これらを受けて、水供給側の取り得る政策として

以下の3 政策が考えられる。

1) 水需要の変動により供給量を変化・対応させ

る蟻

工) 再利用などの促進より、供給量の変化を少な

くさせる政策

出) 工)案1勤日え、一般家庭に対して節水指導等

を行うことによつて、需要の変動をさらに少なくす

る蟻

なお、これらの3つの政策は、後述の評価変数に

基づいてモデルの中で可変的に選択される。

4) の、評価変数は、政策の実施の前提ある↓Wよ、

採用された政策の有効性の尺度として、以下の6変

数を用いている。

i) 社会的総創将(水のために支出されるすべて

の鋼

工) 水道料金

宜) 水道財政貸借対照表

め  水道財政損益計算書

v ) 設備量(含漏水均

宙) 水使用量

5. シミュレーションの実施および結果

5。1  実 施

前節で述べた、シナリオおよびモデル方程式によ

り、以下のシミュレーションを実施した ここでは、

具体例としてN 市を対象とし、シミュレーションを

50年間実施した。このため、各レ串喧 の初践値 と

して、N 市の実績値を与えるものとする。また、各

定数 ・テーブルは、N 市において 10年のトレーニン

グ期間において検証したのちに各モデル方程式に与

えられている。同時に、政策については、料金決定

シナリオを中心として、次の3つのシナリオを考え

る。

ゆ 料金システムの決定方法シナリオ

水道料金システムは、現在標準化されたものはな

く、各都市において独自の体系を有している。この

ため、ここではN 市の例と、代表的と思われる2 つ

の案、計 3案についてケース分けを行 う。

1) 案 N 市の方式に近い方法 (固定費のうち、維

持管理費を負荷率により、従量料金に配賦する。)

2) 案 固定費を準備料金に負荷する方法

3) 案 固定費を負荷率により従量料金に配賦する

方法

Bl 料金値上げ政策シナリオ

公共料金体制の一部として、水道料金は一般的に

低い水準におさえられている場合が多く、かつその

値上げの幅にも、社会的な制限が設けられている。

そこで、水道料金値上げの上限に対して、以下の 4

案が考えられる。

1) 案 1年間の料金値上げの2% とする。

2) 案 1年間の料金値上げの5% とする。

3) 案 1年間の料金値上げの 10% とする。

4) 案 1年間の料金値上げの20% とする。

それぞれ、lrL L!ヵょ、各年行われるものとし、毎年

の上限を示している。

0 財務政策シナリオ

水財務諸問題の中で、中心的課題は 1) 借入金の

増大、2) 先行投資による企業債発行残高の膨張の2

点であると言える。この中で、1) については、各都

市においても一様に減少させる政策を行つており、

本モデルにおいても同様の政策を採用している。

次に、2) の企業債等の取り扱↓Wこついては、以下

の3 つの案が考えられる。

1) 実 現行に近い案 (企業債の返遠は再起による)

2) 案 料金収入によつて余剰を生じた場合に、企

業債を返還する

3) 案 企業債を計画的に返還する。この場合、返

還計画により、4al案 ;徐々に返還を行う、b)案 ,か

なり急速に行う

5,2 シミュレーションの結果

上記の3 シナリオにおいて、48通りのシミュレー

ション結果が各指標について得られる。ここでは、

その中で特徴的と思われる結果について考察する。

i) 各設備量 ・給水量

ま拭 各設備量 ・給水量についてみるなら,ま 量

的には若干の差が見られるものの、動きについては

同様の傾向を示している。この各設備量・給水量は、

この値が低水準の場合増大しているが、
一定限界に
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近づくと収束を始め再利用設備量は増大する傾向が

見られる。

ll) ガ鑓 価格

水道料金の差が特徴的に見られるのt去 他のシナ

リオを固定した場合の、シナリオA における1・3 案

と2案の差である。的 よ 家庭用水に対

して、この基本料をなるべく低い水準におさえる政

策をとっている。これに対して、A- 2 案はこれを経

済的に合理化し、日径から流量費を求め、固定費を

これにより、各需要者に負担させる方法である。こ

のため今後 需要の増大により多額の設備投資を行
つた場念 各世帯の負担額は増大するものと思われ

る。ここでは、B 2案 ・C 2案を採用 した時の、卜1・

2・8 案の結果について図5 に示す。

次に、シナリオB についてみた場合、水需給にお

いては、各案においてあまり差が生じていない。し

かし、財務指標は、1、2 案と、3、4 案の間に差異が

見られる。3、4 案ヤよ 財務指標も、安定した動きを

示し、1、2案より初期に1よ 需要者に若千の負担増

となる力ヽ その後は、負担の軽減となる。値上げ率

を抑えることは、その時点においては、負担軽減と

なる力ヽ 長期的には、決して有利な政策でないこと

X lげ円
ye任

図5 8 2、Cセケースによる料金設定シナリオによる、
世帯当たり水道料金支出の変化

図6 岸1、Bセ を採用したときの、水道政策
による、世帯当たりの水道料金支出の変化

力鴻盟 される。

最後に、シナリオC においては、各案の間に相当

のひらきが見られる。この中で、他のシナリオを固

定し携 C l 案は初期においては、他の案より

も一世帯当りの支出額A 低い水準で変化している。

しかし、その後他の案を越えて最大の支出額を示し

ている。ここでは、卜1 ・卜2 案を採用した場合の、

C l・2・3 (a) ・lb) 案の一世帝当りの支出額を、図6

に示す。また、図7 において明らかなように、水に

対する社会的総費用について見た場合も同様の結果

力洛 られている。

由)  弾

N 市において1よ 今後水需要の増大に伴って、設

備投資額・2 要経費共に増大する傾向にある。ここで

は、その代表的な場合として、卜1案・B 2案を採用

した場合の、C の各案について、企業債の発行残高

を図8 に示す。このシミュレーション結果からも明

らかなように、企業債の返還方法により、その残高

には大きな差が生じており、い1 案では特にこの値

が大きい。この企業債の残高の増加力ヽ C l 案にお

いてI ) で見られた水道価格の上昇に悪影響を及ぼ

しているものと思われる。

〔社会的番費用〕

~ ~ C - 3 b

ｏ　中悌

如 釣 如 詢

ト Bセ の場合による水道政策による企業債残高

図8 岸1、8 2の場合の7鱒 シナリオによ
る企業峯誠昨敦羽姿移

〔企業債残高〕
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5,3 今後の泳韓翻朝器色の碍 成

以上のシミユレーション結果にあらわれた、動向

の全体像をとらえるなら1よ 以下のような水経済構

造の改善方法が得られるであろう。

すなわち、単独の政策では、1) 供給量の確R 2)

水財政の長期的安定と健全化、3)対価格の安定と家

庭の負担の軽減は、得ることが出来ないことが明ら

かにされた。また、個々の政策について見た場合、

短期的には有利あるいは差異が少なく見えても、長

期的に見て水経済モデルのフイードバック構造によ

り、大きな差が生じていること力理解される。

このため、後 水政策を進めるにあたっては、

従来の形式にとらわれず、長期的な展望に立ち、期

に応じた政策を進めることが重要とされるであろう。

N 市について見た場念 今後需要量の増大に伴っ

て、供給の上限に近づくまで設備投資が行われる。

この額は、かなり大きな値を持つことが予想される。

このため、N 市において、企業債発行残高の処理は

重要な課題となるものと言わねばならない。シミュ

レーション結果によれば、長期的な展望に立ち、最

も経済的な政策を考えた場念 設備増大に必要とさ

れる投資額を、なるべく早く費用化し、償却する政

策が望ましいことが理解される。現状の政策を継続

させることは、現在および近い将来において、家庭

の負担は若子少なくてすむが、長期的に見て、上記

の政策に比して大きな負担をもたらすものと予想さ

れる。以上、本論文におけるシミュレーション結果

を総合すると、N 市においては、将来における投資

を含んだ形での料金休系が、短期的には若子の高負

担をもたらすが、長期的に見て公栄性にかなうもの

と思われる。これにより、N 市に関しては、このよ

うな料金体系の掬昭と、これに対する市民の理解を

得るような改善方向が望ましい。

水経済問題

環境問題

20 %

図9

今日、水財政及へ 再利用化も含むガく共給政策は、

各都市とも根底においては共通の課題を持ちながら、

表面的にはその都市のおかれた社会的要因、あるい

は地理的要因により異なった問題となっている。

従つて、本論文で提案する水経済モデルを他都市

に適用するに際しては、その都市の水に対する特異

性あるいは、問題点を本論文で示した個別分析を利

用しながら解析することが之要である。

6.モデルの妥当性及び有効性の段証

都市用水は、前節において考察したように、地理

的要因 ・社会的要因 ・経済的要因により異なつた側

面を見せていた。そこで、水経済問題について重点

的に考察した本研究が、各都市においてどのような

有効性を有するのか検証するために、都市都道府県

庁所在地、人口の大きい都市を対象に、各都市水道

局長に対して、郵送によるアンケート調査を実施し

た。サンプルは 102都市、有効回答は31都市 (回収

率 30,4% ) であった。

6. 1 本研究の目崎設定について

本研究においては、都市用水問題を、水需総 環

駄 経済の3側面上り考察している。この分類方法

については、95% 以上の肯定率を、得ることができ

た。また、図9 に示すように、今後重要となる問題

は、水経済に対する肯定率 (非常に重要、まあ重要

を加えた値) 力S、最も高く77.5% であった。これに

ついで、水需要問題の 61.3% となる。水経済問題発

生の原因としては、供給能力拡大のための投資を挙

げる都市が最も多く、水道料金の低水準を指摘する

都市が次いでいる。

6. 2 水経済モデルのフレームワークについて

本研究においては、都市用水の経済問題に焦点を、

当てて分析した力ヽ 図 10 に示すごとく、問題設定に

□非常に重要である

□まあ重要である

□どちらともいえない

□あまり問題でない

日問題でない

4 0%     6000    80%     10 0%

今後水問題で重要と考えられる課題
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ついては、68.1% の肯定率を得ることができた。ま

た同様に、このような研究の2 要性については、95%

以上の都市が有効性を有すると回答している。要因

間の関連設定ついても 90,8% の肯定率を得ること
ができた。

6. 3 シミユレーション結果について

シミュレーション結果については、これを、1.水

財務問忍 2.水道価悠 3.設備量の3点より解析し

た力ヽ この結論については、図11に示すごとく、各

項目とも 90% 以上の都市より肯定的結果を得るこ

とができ、この水経済モデルのアプローチの正しさ

と有効性への支持を得ることができたといえるであ

ろう。

7, おわりに

本論文は、近年の著しい水需要の増大によって、

各都市において表面化してきた水問題が、いかなる

水財務構造

水道価格

設備量

研究の結論

20%    40%    60%

図10 モデルの設定について

4 0%      60%

図11 シミュレーション結果

国非常に良い

□まあ良い

□どちらともいえない

□無回答

80%    100%

構造のもとに生じ、また、それに対していかなる政
策が望ましいかを事前評価するために、水にかかわ

る個別問題を分析すると同時に、政策評価支援シス

テムとしての、水経済モデルを提案した。ここでは、
とくにN 市において実証的研究を行ったものである。

丁般に都市政策は、社会の変化に対応する、受動的

政策が取られがちであるが、本研究で対象とした、

都市水道モデルに示されるごとく、政策を立案し、

住民への働きかけを行うことにより問題解決の糸回

を発見することが可能であろう。その際には、住民
に問題構造を明らかとし、各政策の策定のより、将

来の推定を示し、理解を得ることが不可欠である。
このモデル作成に、システムダナミックスが有効で

あることを示した。

本論文の内容を要約すると、以下の通りである。
1) 水需要の増大によって生ずる諸問題に対して、
この構造を明らかにすると同時に、今後この中で重

圏納得できる
□まあ納得できる
□どちらともいえない
国納得できない
口無回答

問題設定について

要因の関連設定
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